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政府規制等と競争政策に関する研究会 

 

平成１８年３月６日 

 

【横田調整課長】  それでは，定刻になりましたので，政府規制等と競争政策に関する

研究会，「規制研」をこれから始めさせていただきます。 

本日はお忙しい中，皆様お集まりいただきまして，ありがとうございます。 

最初に，私どもの経済取引局審議官の小島より一言ごあいさつ申し上げます。 

【小島審議官】  経済取引担当審議官の小島でございます。政府規制等と競争政策に関

する研究会を開催させていただくに当たりまして，本来でございますれば，私ども経

済取引局長の伊東がご出席，ごあいさつ申し上げるべきところでございますが，業務

の都合上，出席がかないませんので，かわりまして私から一言ごあいさつ申し上げま

す。 

まず初めに，本日はお忙しいところ，また遠路お集まりいただきましたことに厚く

御礼申し上げます。 

政府規制等と競争政策に関する研究会は，昭和６３年７月に開催されまして以来１

８年間，公益事業分野や社会的規制，独占禁止法適用除外などに関しまして，競争政

策の観点から，さまざまなご提言をいただいてまいりました。これまでご提言いただ

きました内容の多くにつきましては，独禁法適用除外制度の見直しや規制緩和などの

形で実現されてきているわけでございますが，その一方で，その後の競争環境の変化

や，自由化の進展に伴いまして，新たな論点が生じてきた分野もございます。 

   まず，競争環境の変化が見られる分野といたしましては，本日ご審議いただきます

予定の外航海運がございます。外航海運は，歴史的に海運同盟による運賃カルテルが

締結されてきた分野でございまして，これらのカルテルにつきましては，日・米・欧

等各国において，競争法の適用除外となっておりましたが，カルテルの形骸化が進ん

でいるとも言われる今日，外航海運カルテルの適用除外制度のあり方が問題となって

きているわけでございます。 

   また，自由化の進展により，新たな論点が生じた分野といたしましては，第１に郵

政，第２に電力が挙げられます。郵政に関しましては，ご案内の民営化に伴いまして，

日本郵政の業務拡大が想定される中で，信書便については日本郵政のリザーブドエリ



 -2- 

アになっており，郵便ネットワークの範囲の経済を国際物流等の新規分野に広げてい

くことに伴う懸念，こういったものが予想されているわけでございます。 

 電力につきましては，自由化が進んでおりますものの，現状といたしましては，新

規参入者のシェアが伸び悩み，一般電気事業者間の競争もほとんど行われていないな

ど，むしろ自由化によって，非競争的な市場構造が露呈しているとも言える状況にな

っております。 

   そこで，これら３つの分野につきましてご議論をいただきたく，今般，当研究会の

開催をお願いしたところであります。先生方には，大変お忙しいところご負担をおか

けいたし，また，限られた時間ではございますが，忌憚のないご意見をいただきます

とともに，活発にご議論いただき，実りある取りまとめがなされますようお願い申し

上げまして，私からの冒頭のごあいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

【横田調整課長】  それでは，本日の議題に入ります前に，本日ご出席いただいており

ます委員の皆様のご紹介をさせていただきたいと思います。五十音順でご紹介いたし

ます。 

   まず，学習院大学経済学部教授であり，規制研の座長をお願いしております岩田規

久男先生でいらっしゃいます。 

   法政大学法学部教授でいらっしゃいます岸井大太郎先生でいらっしゃいます。 

   それから，神戸大学経済経営研究所助教授でいらっしゃいます下村研一先生でいら

っしゃいます。 

 それから，東京大学社会科学研究所助教授でいらっしゃいます松村敏弘先生でいら

っしゃいます。 

   それから，前日本経済新聞社論説委員でいらっしゃいます吉野源太郎先生でいらっ

しゃいます。 

   それから，本日，オブザーバーといたしまして，流通経済大学の教授でいらっしゃ

います山岸寛先生にご参加をいただいております。山岸先生は，日本海運経済学会の

副会長もお務められていらっしゃいます。先ほど審議官の小島から申し上げましたよ

うに，外航海運，それから郵政，電力と３つの分野について３月，４月，５月と規制

研でご検討お願いしたいと思っておりますけれども，今回と来週の１６日を含めまし

て，外航海運のご審議には山岸先生にご参加をいただけるようお願いしたいと考えて
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おります。 

   次に，本日の配付資料の確認をさせていただきたいと思います。お手元に政府規制

等と競争政策に関する研究会（第３９回会合）と書きました配付資料，議事次第が書

かれたもの，その下に座席表，その次に参考資料１としまして，「外航海運市場をめぐ

る競争実態と内外の制度について」という資料がございます。それからその次に，参

考資料２－１として，アンケートの結果についてという１枚紙。その次に参考資料２

－２として，「荷主を対象とするアンケート調査結果」，その下に参考資料２－３とし

て，「船社を対象とするアンケート調査結果」。その次に，参考資料３といたしまして，

平成３年の７月に規制研で独禁法適用除外制度の見直しについてご議論いただいた際，

お取りまとめいただきました外航海運分野における報告書，取りまとめ部分。それか

ら，参考資料４といたしまして，本日お話をいただきます山岸先生のレジュメという

ことになっております。資料がもし足りないものがございましたら，事務局のほうに

おっしゃっていただければと思っております。 

 次に，本日の議事につきましての公開のルールについてお諮りしたいと思います。

これまで規制研のほうでは，特段，議事概要の公開についてルールがございませんで

したが，本日以降，会議につきましても公開とさせていただき，速記録についてもテ

ープ起こしさせていただいて，一定期間後に公正取引委員会のホームページ上で公表

するというような形で審議の透明化を期していきたいと考えておりますけれども，ご

異議ございませんでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

（異議なし） 

【横田調整課長】  ということで，こういった規制研の場における議論の透明化を図る         

ことも一種，競争政策の唱導活動にとっても意義あることではないかなと思いますの

で，ご理解をいただければと思います。                         

   それでは，これからの議事進行につきましては，岩田座長のほうに進行をお願いし

たいと思います。よろしくお願いします。 

【岩田座長】  それでは，本日の議事進行を務めさせていただきます岩田です。よろし

くお願いします。 

   まず，それでは事務局のほうから外航海運の状況についてご説明いただいて，続い

て外航海運分野の専門家であられます山岸先生にご意見を伺って，その後，自由討議
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に移りたいと思いますので，まず事務局からよろしくお願いします。 

【横田調整課長】  それでは，お手元の資料の参考資料の１をご覧いただければと思い

ます。早速ですが，１枚めくっていただきまして，１ページ目に用語解説がございま

す。外航海運分野の特殊用語がございますので，説明は省かせていただきますが，何

か不明な用語がございましたら，このページに戻っていただきまして，ご参照いただ

ければと思います。 

   それから２ページ目でありますけれども，外航海運における主な歴史みたいなこと   

がまとめてあります。左上の隅のほうにございますように，この海運同盟というのが

初めてできたのが１８７５年のカルカッタ同盟が初めてというふうに言われておりま

す。米国の一番上にございます反トラスト法の制定よりも前に，既にこういう海運同

盟というものの歴史がスタートしたというものでございます。その後，アメリカにお

いては船主国というよりも，むしろ荷主の立場で，どちらかといいますと海運同盟に

ついて制限的な競争政策がとられ，我が国でも独禁法制定以降，アメリカの制度を輸

入したということで運用がされてきておりますけれども，アメリカのほうはこの真ん

中の欄にございますように，徐々に海運同盟に対する規制，あるいは抑制が進められ

てきたのに対して，我が国のほうはあまりそういう見直しがされずに今日まで来てい

るということではないかと思います。ＥＵのほうにおきましては，後でまた触れます

が，２００３年に外航海運カルテルの一括適用除外制度のあり方についての再検討が

始まっておりまして，昨年末に適用除外制度の廃止をＥＵ委員会として報告するとい

ったようなところまで来ております。 

   次に，３ページ目でありますけれども，我が国における外航海運の位置づけという

ことで，コンテナ貨物，不定期貨物について国別に輸出入のシェアを書かせていただ

いています。これをごらんいただきますように，コンテナ貨物を見ていただきますと，

アジア，北米，欧州，この３地域で全体の９割を占めるという形になっております。

アジアにつきましては，注にございますように，そのうち半分が中国という状況にな

っています。 

 １枚めくっていただきまして４ページ目ですけれども，世界的な定期船市場の動向

ですが，各船社とも経営の効率化，あるいはより高い頻度でサービスを提供するとい

ったことが課題になっていまして，そういった課題を達成するために大手船社間の合

併なり買収というのが非常に活発になってきております。 
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 それから５ページ目でありますけれども，外航海運カルテルの実態でございます。

現在，世界全体では海運同盟の数が２５０と，やや減少してきています。日本を発着

する航路における海運同盟は，現在３０件ございます。この下の一覧表になっている

わけですけれども，海運同盟については往路，復路，それぞれごとにメンバーも違え

ながら結成されているという状況になってきています。 

   それから次，６ページ目でありますけれども，これも後ほどご説明をしますが，現

在の我が国の制度上は，外航海運カルテルを締結する際には，国土交通大臣に届け出

をするということになっておりまして，国土交通大臣から公正取引委員会のほうにさ

らに通知があるということで，この表は，私どもが国交省からの通知で把握しており

ます外航海運カルテルの件数でございます。直近の平成１６年度について見ますと，

４６２件の届け出となっております。１件の届け出で複数のカルテルについて届け出

があるということもありますので，正味で計算しますと，この４６２件は５３３件と

なっていまして，そのうち７４％がサーチャージですね，ＣＡＦ，ＢＡＦという為替

変動ないし燃料費の変動に伴うサーチャージに関する届け出になっておりまして，次

に大きなものとして運賃修正ですね。何月何日をもって運賃を５０ドル上げます，１

００ドル上げますといったようなたぐいの運賃修正が８％という形になっています。 

   それから７ページ目以降で，外航海運市場における競争状態について見たものでご

ざいます。これは商船三井さんのほうからご提供いただいた資料でございますが，７

ページ目は，まず欧州航路のデータでございます。ここで網かけをしておりますのが

同盟船社，それから網かけをしていないのが非同盟の船社という形になっております。

一番下の上位５社の累計シェアで見ましても，あるいはその下から２番目のハーフィ

ンダール・インデックスで見ましても，この集中度というのは徐々に低下をしてきて

おります。それから一番下の表にございますように，同盟船社の組織率といったもの

も徐々に低下してきておりまして，徐々にではありますけれども，より競争的な市場

になってきているという状況でございます。 

それから８ページ目，北米航路におきましても欧州航路と同様に，加盟船社の比率

は下がり，全体として競争的な市場環境になってきているということでございます。 

   それから，９ページ目でございますが，アジアの中で約半分のウエートを占める日

中航路の動向でございます。日中航路につきましては，同盟あるいは航路安定化協定

みたいなものは存在しない航路になっておりまして，この箱の中に書いてございます
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ように，約４０社が運航を行っておりますけれども，そのうち約９割は中国船社が押

さえているということでございます。同盟がないということで，商船三井さんのほう

でもこういったシェアを押さえていらっしゃいませんで，公正取引委員会のほうも船

社さんに対するアンケート調査の中で，こういう基本的な集中度の動向みたいなもの

は押さえていきたかったんですが，最終的に船社アンケートの回収率が６割程度まで

しかいかなかったということで，できるだけ回収率を高めて，この辺のデータも明ら

かにしていきたかったんですけれども，本日のご審議の段階ではそういう回収率だっ

たもんですから，船社アンケートにお答えいただいた中で，大手３社さんにつきまし

て，９ページ目の出所のところで書いてございます「国際輸送ハンドブック」の中で

明らかになっています全体の取引量を分母にして，上位３社のシェアの変化だけ示さ

せていただいています。上位３社の累計シェアを見ますと，あまり大きな変動はない

んですが，ただ，各社ごとのシェアを見てみますと，これはかなりドラスチックに数

字が動いておりますので，そういったシェア変動ということに着目しますと，日中航

路もかなり競争的な航路なのかなというふうに受けとめております。 

   それから１０ページ目以降で，外航海運カルテルの拘束力についてアンケート調査

結果を幾つか紹介しております。歴史的に見ますと，外航海運カルテルにつきまして

は，欧州航路を中心として，クローズドのカルテルで，なかなか参入を希望しても加

入させないといったようなことで事件になったこともあったわけですけれども，こち

らでごらんいただきますように，そもそも最近では，同盟の魅力が低下してきて，加

盟を希望していないとか，加盟を希望しても拒否されたことがないということで，そ

ういった実態はかなりなくなってきているという状況にあります。 

 それから１１ページ目に二重運賃制の実態について聞いたものがございますけれど

も，こちらのほうも，そもそも二重運賃制みたいなものを取り決めていないとか，過

去取り決めていた，あるいは現在も契約上は取り決めはあるんだけれども，実態は形

骸化しているという回答になっておりまして，そもそも同盟船社と契約する荷主さん

だけを優遇するといったような二重契約制についても，形骸化してきているという実

態にございます。 

 それから１２ページにつきましては，さらに同盟船社とのみ優先契約をする荷主さ

んに対するフェディリティリベートについて聞いたものですが，こちらは実態も見ら

れませんし，１３ページ目，さらに期間を超えて同様の運賃払い戻しをする，運賃払
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戻制についての実態もなくなってきているという状況にございます。 

 それから１４ページ目以降で，運賃の動向について幾つか資料を掲載しております。

１４ページ目につきましては，主要航路におきます運賃の動向についてあらわしたも

のであります。かなり航路によって，例えばアジアから北米に行く航路を見ますと，

アジアからの荷物は多いけれども北米からの荷物がないということで，往路と復路で

かなり荷物の違いがあるということで，そういった需給なんかを反映しまして，運賃

には大きな開きが出てきているという状況にございます。資料に掲載しておりません

けれども，この１０年をとりましても，輸送量というのはかなり大幅に伸びておりま

して，北米航路のアジアから北米に行くもので見ますと，約５倍ぐらいに伸びており

ますし，欧州航路は往路とも復路とも，両方とも３倍弱の伸びになってきております。

そういう中で，需給が逼迫する，それを見越しながら，そこに新たに参入するような

船も増えてきているということで，その需給関係を，ある程度反映した運賃になって

いるのかなというふうに受けとめております。なお，こちらは運賃本体の推移であり

まして，サーチャージについては含まれておりませんので，お断りしておきたいと思

います。 

 それから１５ページ目でありますけれども，先ほど来，申し上げていますように，

海運同盟というのは，もともと同盟全体として運賃を決め，それをお互いに拘束する

ということを主たる目的に結成されてきたわけであります。これがかなり形骸化して

いるという状況にございます。本来であれば，荷主は同盟と契約を結び，運賃交渉も

同盟と行うというのが基本契約になっているわけですが，こちらのアンケート調査を

見ましても，例えば回答の一番上の，結局個別に運賃を取り決めているというところ

が７割となっています。そういった意味で，同盟のタリフ運賃が形骸化しているとい

うことを示す１つの資料ではないかなと思っております。 

 それから１６ページ目をごらんいただきますと，今度は運賃の提示方法でそういっ

た同盟タリフの形骸化を見たものであります。こちらのほうも，例えばその他の上に

ございます同盟，あるいは協定に加盟しているか否かにかかわらず，各社，個別に運

賃を提示しているというのが７５％ということになっています。そういった意味で，

提示方法から見ても形骸化が進んでいるということでございます。 

   １７ページ目に，運賃全般についての妥当性ということを荷主さんに伺ったアンケ

ート調査結果でございます。こちらを見ていただきますと，下のほうの棒グラフで北
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米航路については妥当だと思う荷主さんが２２％に対して，妥当でないという荷主さ

んが４５％ということで，倍近くになっているんですが，欧州航路，日中航路につき

ましては，妥当だというのが妥当でないをやや上回っているといったような状況にな

っています。 

   それから１８ページ目以降，今度はサーチャージについて見たものが幾つか資料を

並べさせていただいています。そもそもいろいろなサーチャージがあるんですが，運

賃に占める割合，どれぐらいのウエートを占めているのかということでございます。

これは，船社さんに伺ったところ，平均数値をまとめたものですけれども，日中航路

においては，約半分，運賃の半分サーチャージが占めている。それから，欧州航路，

北米航路では，大体４分の１程度サーチャージが占めているということで，サーチャ

ージが運賃の相当部分を占めていて，荷主さんの負担になっているという実態ではな

いかなと思います。 

   それから１９ページ目に，それじゃ，サーチャージについても同盟のカルテルの対

象になっていますし，先ほど届け出ベースでご紹介したように，外航海運カルテルの

届け出の大宗をサーチャージが占めているわけですが，その同盟によるサーチャージ

決定の支配力といいますか，決定力の実態について幾つかご紹介したものであります。

１９ページ目の資料を見ますと，そもそもどういうふうに決定しますかということな

んですが，この表のその他の１個上に「相対交渉で決定」という答えがありますけれ

ども，相対交渉で決定というのは，欧州航路あるいは北米航路を見ていただいてもこ

の１社しかない。逆に言いますと，それ以外の船社さんにつきましては，すべて同盟

の決定どおりやっている。あるいは，非同盟の船社さんについても，同盟が決めたも

のをそのまま使っているということで，サーチャージについては，運賃とは対照的に，

かなり同盟の決定力が大きな力を持っているという実態にあろうかと思います。 

   次の２０ページ目を見ていただきまして，今度は荷主への提示方法というところを

見ていただきましても，例えば上の棒グラフで海運同盟，あるいは協定に加盟してい

るかどうかにかかわらず，各船社から同額で荷主さんは提示を受けているというのが，

約６割の数字になっているということも，１つ同盟のサーチャージ，拘束力といいま

すか，支配力を示すデータになっているんではないかなと思います。 

 それから２１ページ目に，同盟に加盟している船社と非同盟の船社でサーチャージ

に違いはありますかということなんですが，７割が「変わらない」というふうに回答
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されていらっしゃいますが，同盟船社のほうが割高という会社も五，六％いるという

実態になっています。 

   ２２ページ目に，全体としてサーチャージの妥当性をどういうふうに思いますかと

いうことなんですが，先ほどの運賃のほうは，北米航路を除いて，妥当と妥当でない

というのがほぼ拮抗する，ないし妥当がやや上回っているのに対して，サーチャージ

のほうは妥当でないと思う回答が４～５割に対して，妥当というのが２割弱というこ

とで，かなり荷主側からするとサーチャージの妥当性について，ご不満があるんでは

ないかなと思われます。それから，不満の原因になっている１つの理由が，十分が説

明がないということなわけですけれども，２２ページの下の棒グラフで見ていただき

ますと，サーチャージ改定に際して，船社からの説明について，３～４割の企業が十

分でないというように回答しているということでございます。 

   ２３，２４ページ目は飛ばさせていただきまして，２５ページのほうにまいりまし

て，これから少し諸外国，それから我が国における適用除外制度について，ごく簡単

にご紹介をしたいと思います。 

 まず，ＥＵでありますけれども，ＥＵは理事会規則で外航海運については，一括適

用除外になっているということでございます。したがいまして，２５ページ目の（３）

を見ていただきますとおり，日本やアメリカと違うところについては，この適用除外

を受けるために何ら申請や届け出を行うことなく，競争法の適用除外にされていると

いう点が１つの大きな特色ではないかと思います。 

   それで，２６ページ目をごらんいただきますように，そういった意味では，かなり，

あまりチェックが働かないような一括適用除外制度になっていたこともあって，ＥＵ

のほうでは適用除外制度の見直しが２００３年から行われておりまして，これまでコ

ンサルテーションペーパーなりディスカッションペーパー，ホワイトペーパーと，い

ろいろなものが出されてまいりまして，昨年１２月１４日にＥＵ委員会として，この

一括適用除外制度については廃止すべきという報告が出されています。今後，閣僚理

事会でそれが認められて廃止ということになりますと，それから２年後に正式に廃止

になるという形になります。そうなりますと，これからＥＵの競争法が外航海運産業

に適用されることになると，具体的にどういう行為が違法になるのかということを明

らかにしていかなくてはいけないということになりますので，廃止が決まってから２

年の間に新たな競争ルール適用に関するガイドラインを理事コンペティションが策定
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して公表するという運びになっております。 

 それから２８ページ目でありますが，今度はアメリカのほうの制度でございますけ

れども，アメリカのほうは２８ページ目の括弧にありますように，日本と同様に反ト

ラスト法の適用除外を受けるためにはＦＭＣ，連邦海事委員会に申請を行わなくては

いけないという形になっております。それから（１）の真ん中のただし以下のところ

を見ていただければと思いますけれども，何でも認められるということではなくて，

先ほど申し上げた二重運賃とか，あるいは運賃延戻制とか，あるいは同盟に加わらな

いような船社について，ファイティングシップと言われていますけれども，安い値段

で運航するような船を競争させて窮地に追いやる，こういったような行為がそもそも

禁止されているということであります。 

   それから２９ページ目のほうで，冒頭の年表にもございましたように，これまでの

制度の変遷が少し書かれています。もともと反トラスト法ができた時点で，海運同盟

といったものが存在したわけですけれども，反トラスト法上のこの扱いをどうするの

かということで米国議会にアレキサンダー委員会というのが設けられまして，その中

でかなり関係者の実態の把握も行われたそうであります。そういったことを踏まえて，

一定の条件でこういうカルテルを認めるという，１９１６年の海運法が認められたと

いうことでございます。 

   その後，徐々に規制は強化されていきまして，６１年のボナー法においては，二重

運賃制をやる場合にも，１５％を超えてはいけないというルールがつくられたり，８

４年の現行の海運法においては，二重運賃制が禁止されたり，あるいは加盟船社が，

同盟が決めた，例えばタリフによらずに自由に運賃を設定して，荷主さんと交渉でき

るといったことを保証しなさいとか，あるいはサービス・コントラクトといいますけ

れども，大口の荷主さんには大口ディスカウントみたいなことをしてもいいですよと

いったようなことを保証しなさいといったような規定が盛り込まれています。さらに，

クリントン政権下の９８年には，そもそも外航海運カルテルにおいて，サービス・コ

ントラクトを締結することを制限するということはやってはいけませんよということ

が盛り込まれたり，そもそもサービス・コントラクトをやるときには非公開でやって

もいい，競争相手にわからないのでやりやすくなるといったようなことが盛り込まれ

た結果，一層，競争的な市場になってきているということであります。 

   その後，９０年代以降，そもそも適用除外制度を廃止したらどうかということで，
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二度ほど廃止法案が議会に上程されましたけれども，結局採択されずに今日に至って

いるという状況であります。 

 それから３０ページ目以降に，日本の制度を書いてございます。日本の適用除外制

度につきましても，これまで何回か見直しを行ってきておりますが，平成１１年７月

に適用除外整理法をつくったときに，外航海運カルテルにつきましても存続させたわ

けですが，その際，規定の整備が行われておりまして，カルテルを締結しようとする

事業者さんは，事前に国土交通大臣に届け出を行い，国土交通大臣から公正取引委員

会に通知があるということになっています。それから，３０ページの真ん中に，国土

交通大臣のほうも，問題のある外航海運カルテルへの対処規定とございますけれども，

届けられた内容を見て，利用者の利益を不当に害するかどうかとか，４つの観点から

チェックをされて，問題があれば船舶運航事業者さんにカルテルの変更とか禁止の命

令をするという形になっています。 

   それから，公正取引委員会も，この海上運送法に規定された４つの要件に照らして，

問題があるカルテルがあると判断した場合には，国土交通省に措置をとってください

という請求ができることになっています。国土交通大臣が１カ月を経過しても，変更

や禁止命令を行わなかった場合，３１ページの上でありますけれども，この場合には，

届け出によって，独禁法適用除外になっているカルテルがその効力を失って，独禁法

の適用があるというような制度になっております。そういった意味で，かなり国土交

通大臣あるいは公正取引委員会のほうも厳重に外航海運カルテルの妥当性をチェック

するという仕組みになっています。 

   ただ，一方でここには書いてございませんけれども，米国もＥＵも適用除外制度の

対象は定期船に限られているんですが，日本の場合には，先ほどの要件を満たしてい

れば，不定期船についてもカルテルを容認しているという状況にございます。例えば

木材――南洋材とか北洋材，こういった分野については，カルテルは認められている

という点が日本の特色の１つでもあるのかなというように考えております。 

   それから３２ページ，３３ページですが，海運同盟みたいなものが非常に活発だっ

たときに，同盟に加盟していない企業に対しての対抗措置――加盟を拒むとか，ある

いは同盟と取引している荷主さんが同盟以外の船社さんと取引をすることについて，

不利益を及ぼすような行為について，不公正な取引方法の中でも，海運について特別

なルールというものを決めておったわけです。先ほどご紹介したようなアンケートで
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かなり，そもそもベースになる二重運賃制とか運賃払戻制の実態がなくてなってきて

いるということなものですから，先週の水曜日，３月１日にもはや海運特殊指定は要

らないんじゃないかということで，廃止のパブリックコメントを行っているというこ

とでございます。 

 最後に３４ページですが，本日を含めまして３回ほどの規制研で重点的にご議論い

ただきたい論点を２つほどまとめております。最初に，外航海運に対する独禁法適用

除外制度の存続の適否ということであります。平成１１年に適用除外制度の見直しを

行って，外航海運に適用除外制度を存続させるべきという際に，そういう結論に至っ

た理由として，そもそも運賃安定効果があるとか，荷主にとってこれは望ましいもの

だという判断があって存続したわけです。もう一つ，アメリカやＥＵ，そういった国

も適用除外制度を持っているということで，国際的な調和を図ることが必要だという

２つの理由が主な理由だったわけですけれども，いずれも今ご説明したように，やや

状況の変化があるんではないかなということで，改めて存続の適否についてご議論い

ただきたいというのが第１点。 

   それから，論点の２といたしまして，仮に直ちに適用除外制度を廃止すべきという

結論にならないにしても，現行の制度のもとで問題がある行為については対応が必要

な場合もあるんじゃないかなという問題意識を持っております。そういった意味で，

何らかの対応措置を講じていく必要があるのかないのかといった点についても，ぜひ

規制研のほうからご提言を賜れればと思っております。 

   ちょっと時間を超過しましたけれども，事務局のほうからのご説明は以上でござい

ます。 

【岩田座長】  ありがとうございました。それでは，続きまして，山岸先生からご意見

を伺いたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【山岸教授】  私のプリントは２種類ございまして，７ページから成っております。「海

運規制措置とわが国海運の現状」というプリントと，参考資料でございますが，既に

今，申されました点が私のプリントの中に大分載っておりまして，重複したような形

になっております。 

 それでは，７ページから成りますプリントをごらんになっていただきたいと思いま

す。海運の規制と申しますと，ほとんど定期船に限られると思われるほど，定期船に
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ついての規制が多くなっております。それで，まず１ページ目でございますけれども，

海運の規制の代表的なものが世界的な立場から海運同盟というのが，先ほどもご指摘

ございましたけれども，１８７５年にイギリスとインドのカルカッタとの間で新しい

カルテルが適用されまして，それが今日に至っているということでありますけれども，

現在におきましは，機能が非常に脆弱化してきております。まず１ページ目でござい

ますが，ご参考までに海運同盟，これは在来型の定期船の時代，今はコンテナ船が主

流でございますけれども，在来型の定期船の時代につくられたものであります。その

ときには，２行目のところにも書いておきましたけれども，船隊への巨額の投資力が

市場参入への前提となったほか，一定の運航経験がなければ，巨額の資本を投下して

も，経営リスクが増大するといったような，そういう問題がございました。海運同盟

を結成いたしますと，（１）と（２）のように，定期船市場への参入企業間の競争が抑

制され，運賃の適正化を図ることができるといったようなことも機能として見られた

わけであります。それから，２番目でございますが，同盟船社の巨額の船隊投資に対

する採算的経営を保証するといいますか，確保できるといいますか，ある程度経営が

うまくいくといったような面も非常に大きな機能として，１９８０年ぐらいまでは，

このような（１）あるいは（２）のようなことがよく言われてまいりました。 

   ところが，１の下段のほうに，世界三大基幹航路である太平洋航路，それから大西

洋航路，欧州航路，この３つの航路が世界の海上荷動き量の半分以上に，コンテナ船

の半分以上の荷動き量に達しているわけでございます。１９６６年に大西洋航路で初

めてコンテナ船か就航いたしました。それを皮切りにと申しますか，非常に大きな定

期船市場における変革がございました。一口で申しますと，だれでも定期船市場に参

入できるような傾向が強まってきたというのが，その始まりとして１９６０年代の後

半以降ということになります。コンテナ船は，１９７０年代の初めに太平洋航路とか，

あるいは大西洋航路とか，あるいはヨーロッパ航路でかなり浸透しました。非常に勢

いよくコンテナ化が進みました。それとともに，２に書いておきましたように，荷主

に対する輸送の信頼性を高め，在来船時代の労働集約的な輸送活動，在来型定期船の

場合には，かごの中に入れまして，荷役が行われているというようなことでございま

した。コンテナ船は一挙に，例えばクレーンで荷役作業ができるというようなことで，

在来型の定期船に比べますと，コンテナ船の荷役能率は１０倍ほどにも達するという

ふうな状況になりました。そのようなことで，２の１行目のところに，資本集約的な
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輸送活動の移行を可能にしたということで，そのことから，発展途上国におきまして

も，コンテナ船の活動というものが非常に活発になりました。定期船市場は，今まで

は同盟に加盟しておりました日本の船会社とか，アメリカの船会社とか，西洋出航の

船会社がほとんど独占するような市場が形成されてきましたけれども，コンテナ船の

登場によりまして，同盟船社と盟外船社の激しい競争の時代に突入したというのが，

特に１９７０年代の半ばぐらいからのことでございます。 

   そして，８０年代に入ってまいりますと，一層その傾向が強まってまいりました。

３番目のところに「８０年代におけるアジアの経済と海運の成長」と書いておきまし

たけれども，実はコンテナを主流とした海運会社が非常に成長したというのが，８０

年代の初めのころでございます。一番下のところに，「船社優位から荷主優位へ」とい

う言葉を入れておきましたけれども，今までは船会社が非常に優勢でございました。

ところが，この時点ごろから，だんだん船会社よりも荷主さんのほうが交渉上の地位

が高くなるというような状況に変わってまいりました。２枚目に移らせていただきま

すが，１行目の（１）というところがございますけれども，同じ航路でも割安な運賃

を提供する，あるいは荷主の要求に応じて寄港回数を増やしてあげる，あるいは新し

い航路を開設してあげるといったような，今までなかったような新しい状況が生まれ

てまいりました。 

   ９０年代に入ってまいりますと，また大きく変わってまいります。荷主側のほうが，

特に製造業者の経営戦略がロジスティクスという，今までなかったような新しい戦略

を駆使する必要性があるということで，それに符合する必要性が高まってきたという

ようなことで，荷主の世界的なロジスティクス，片仮名の「ニ」が普通の「二」にな

ってしまいました，失礼いたしました。ロジスティクス・ニーズをみずからの力で満

たすことは，非常に難しいことであるということで，単独で船を動かすということよ

りも，共同運航の形で，８０年代や７０年代にも共同運航の形はございましたけれど

も，９０年代に半ばに入りますと，今までとは違った共同運航が登場いたしました。

それが，７行目に書いておきましたアライアンスと言われる巨大な企業同士が手を組

みまして世界中行き来するというような複数の航路を行き来する形態，それをアライ

アンスというふうに言っております。これに似たものとして，コンソーシアムという

のがございますが，それは１つの航路を行ったり来たりするといったようなものでご

ざいます。アライアンスの場合には，例えば太平洋航路，それからヨーロッパ航路を
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行ったり来たりするといったような，そういう非常に幅広いところで輸送活動を展開

する，そのための提携，これがアライアンスと言われるものでございます。このよう

な形で，在来型の定期船の時代から，コンテナ船の時代に入り，そしてそこでは単独

で運航するというのが非常に難しくなり，海運同盟の力も非常に弱まってきたといっ

たような経緯がございます。 

   ２ページ目に入らせていただきますが，Ⅱのところ，定期船市場の実態というふう

にしておきましたが，その前に１９５０年から９５年ぐらいまでのところで，１つの

区切りとして可能なような状況がございますので，１０行ばかりにまとめさせていた

だきました。この５０年から９５年ぐらいまでの間でございますけれども，同盟船社

と盟外船社が激しく対立した，正確には運賃競争でございますけれども，激しい対立

がなされたということに集約されるかと思われます。同盟船社は運賃とか，あるいは

輸送頻度，あるいは輸送量──輸送頻度は便数でございます。輸送量は積み取りのト

ン数でございますけれども，その３つの点につきましては，同盟でがっちりと決めら

れておりました。ある会社は１週間に１回しか，ある港を出港してはいけないとか，

そういったような輸送の頻度でありますとか，あるいは何万トンしか運んではいけな

いと，そういったような決まりがございました。そこではシニアとジュニアというよ

うな区別もございまして，同盟に長く加盟していた船会社ほど有利なような，そうい

う取り決めがなされていた時代がございます。 

  一方の盟外船社でありますけれども，これは全く単独で個別の運航をしなければな

らなという，そういったことでございますので，運賃や輸送の頻度，それから輸送量，

あるいはみずからマーケットを探して，そして輸送活動に従事するという，そういっ

たようなことでございます。 

 どちらが有利か，それは１９７０年代の，特に半ばぐらいまでですと，同盟船社の

ほうが有利なような状況でございました。ところが，コンテナ船の時代がだんだん経

過してまいりますと，アジアの，特に台湾船社でありますとか，韓国船社であります

とか，あるいは香港やシンガポールの船社，そういったところの強力な船社がだんだ

ん力をつけてまいりました。そのようなことで，ここでは「対立」というふうに書い

ておきましたけれども，実はアメリカ，ヨーロッパ，それから日本，この同盟船社と

日本の近隣諸国の盟外船社の激しい対立が繰り広げられてきたというのが，特に１９

８０年から９０年代の前半ぐらいまでのところで，そのような傾向が見られました。 
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   （ａ）というところがございますけれども，同盟船社，先ほど申し上げたとおりヨ

ーロッパ船社，アメリカ船社，日本船社が同盟船社であります。（ｂ）のところで盟外

船社，アジアと書いておきましたけれども，ただ，８０年代の半ば，あるいは９０年

代に入ってきますと，例えば，韓国の船社，あるいは香港の船社，そういった船社も

同盟に加わるようになってきました。ここでは盟外船社としておきましたけれども，

厳密には９０年，８７～８年ぐらいになってきますと，韓国，香港，シンガポール船

社は同盟船社に入る企業も出てきたということになってまいります。 

   それで，次は９６年から現在まででありますけれども，ここでは，９６といたしま

したのは，先ほどのところでアライアンスという言葉が出てきましたけれども，アラ

イアンスが９６年の５月に登場いたしました。その時点から定期船の市場というのが

大きくまた変わってまいりました。 

 その前でございますけれども，この２ページ目の（１）というところで，協議機構

の設立というところがございますけれども，１９８９年から９４～５年ぐらいの間ま

でに，３つの大きな協議機構という，海運同盟にかわる新しい形の協力関係を保つ，

船社が協力関係を保ちながら運賃の安定を目指すという，あるいは採算の維持を目指

すという，そういった新しい動きが８０年代の末に見られるようになりました。その

先陣を切りましたのが太平洋航路安定化協定と言われるものでありますが，この２の

ところでは，ヨーロッパ航路，最初に①のところに書いておきましたが，ヨーロッパ

では９３年に１８社，日本の船会社３社，当然のことながら，ここに入っております

けれども，欧州航路協力機構というものが設立されました。ただし，９７年にこの機

構は解散されました。どうしてかと申しますと，荷動き量はそれほど減少していない

のではないかというような判断で，この協議機構は廃止されました。一番最後のとこ

ろに「表２」とございますが，これは「表１」の誤りでございます。ご訂正をお願い

したいと思います。 

 ヨーロッパ航路では，９３年に新しい協議機構というものが設立され，４年後にそ

れが解散に至ったという，そういう経緯がございます。 

 それから，３ページ目でございますが，太平洋航路では，アジアからアメリカ向け

の航路，これを太平洋航路安定化協定と言っております。（ｂ）のところに書いておき

ました西航安定化協定，これはアメリカからアジア向けの航路でございますけれども，

２つの協定が誕生いたしました。太平洋航路安定化協定，協議機構，海運同盟にかわ
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る新しいものでありますけれども，それが８９年，一番早くに協議機構が太平洋航路

のアジアからアメリカ向けの航路でつくられたということでございます。日本の船会

社も入っておりますが，１３社が当時ここに参画いたしました。現在は，この図表の

とおり１１社に減少しております。実際の加盟船社は，上のほうの（ａ）のところに

書いてございます。日本の船会社，川崎汽船，商船三井，日本郵船，３社がここに加

盟しております。 

 それから，太平洋航路西航安定化協定，９１年に設立されましたが，同じように１

３社が当初参画いたしました。現在は１１社ということになっております。日本の船

会社は，ここに加わっておりますけれども，１社脱退しております。商船三井が脱退

するという，そういうような状況が出てきております。 

   もう一つ，大西洋航路でございますが，ここでは９２年に新しい協定，協議機構が

設立されました。１２社の参加によりまして設立されましたが，この図表からもおわ

かりのとおり，当初は１２社でございましたが，現在は５社に減っております。この

ようなことで，大西洋航路では，この参画している５社の輸送シェア，あるいはキャ

パシティー，そういったものは非常に大きく減少しております。設立当初ですと８０％

ぐらいに及んでおりましたけれども，現在では４０％台に減るという，そういったよ

うな状況になっております。 

   この協議機構というのは何を目的とするかということでありますけれども，運賃が

かなり下がった時点で運賃を修復するというのが最大の目的でございます。当初はキ

ャパシティーを減らして，そして運賃を修復させようという，そういうことで数年間

行ったのでありますけれども，そのキャパシティーを減らすというのはよろしくない

という，そういう判断で，近年では，運賃の下がったときには，この参画している船

会社が協議をして，そして１つの目安をつくって，そして値上げ協定は，いついつか

ら，何ＴＥＵ当たり，２０フィート型のコンテナ１個当たり幾ら値上げすると，そう

いったような発表の仕方をしております。ただし，ここでは海運同盟とは異なりまし

て，１つの目安でございますので，決まったからといって，それを１００％守るとい

う，そういう縛りはございません。したがいまして，この協議機構というのは，従来

の海運同盟とは大きく異なっているというふうに言えるかと思われます。 

   この図のように，特に大西洋航路でございますけれども，脱退した企業が半数以上

を占めております。どうして脱退するのかということでございますが，３つぐらいに



 -18- 

集約できるかと思います。脱退の理由，それはルールが守られていない。言葉があま

りにも強過ぎるかもしれませんけれども，機能していないと，そういったようなこと，

あるいはみずからの企業の消席率，専門用語でございますが，１００のうちどれぐら

いの割合で船に積み込むことができるかというようなこと，それを消席率と言ってお

ります。例えば，１,０００個積みのコンテナ船に５００個しか詰めなかったというよ

うな場合には消席率５０％，そういうふうなことを使っております。この消席率が非

常に低下している。脱退すれば，もう少し上がるかもしれないというような期待，あ

るいは輸送のシェアが全体として低下している，そういったようなことで脱退すると

いうようなケースが多いと言われております。 

 ここに「○」で太平洋航路安定化協定，２００６年１月１日付でフランスのＣＭＡ 

ＣＧＭ，世界でもベスト５に入るほどのキャパシティーを現在保有しておりますけれ

ども，その会社がＴＳＡから脱退すると，そういったような報告が昨年の暮れに出さ

れました。その理由はよくわからないのですが，大型船を配船する。そして，それで

力いっぱい頑張ったら，かえって集荷力がつくのではないかという，そういったよう

な期待から，現在は盟外として運航しているわけでありますが，このＴＳＡ（太平洋

航路安定化協定）から脱退するという，そういう状況に至っております。 

 その前に，２００４年８月には，世界最大のコンテナ船社でございますデンマーク

のMaersk Sealandが脱退しております。太平洋航路では多いときには１５％ぐらいの

輸送シェアを持っておりました。この会社，今は１１から１２％ぐらいかと思われま

すけれども，とにかく１０％以上のシェアを持つMaersk Sealandが脱退するというこ

とで，非常に大きな影響があらわれるのではないかというふうに懸念されております。

大きな企業は，太平洋航路安定化協定から，フランスの会社とデンマークの会社が，

現在，脱退しているという，そういったような状況でございます。 

 もう少し一覧表にしてまとめたほうがわかりやすいかと思いまして，４ページのと

ころにアライアンスと，それからヨーロッパ航路には，まだ海運同盟が存在しており

ます。欧州同盟，それから太平洋航路の東と西回り航路，大西洋航路，全部ここに網

羅して，「○」のところは参加しているということをあらわします。「●」のところは

参加していないということをあらわします。アライアンスのところで，「●」のところ

は下のほうに６つほどございますが，アライアンスには参加していないという，そう

いうことでございます。 
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   それから，ヨーロッパ航路でマースクラインのところに「●」がついておりますが，

ここは私のミスでございまして，「○」でございます。海運同盟に加盟しております。

恐縮でございますが，ご訂正をお願いしたいと思います。 

 それから，一番右側のほうに大西洋航路がございますけれども，「●」のところが非

常に多く，「○」のところは非常に少ないという状況でございますが，先ほど５社加盟

していると申し上げました。ＡＣＬという会社が，この上位。実は，この上位２０社

のところが，昨年２社買収されまして，上位２０社だったところが２社減りまして１

８社になりました。その１８社の中にＡＣＬというスウェーデンの会社が，この中に

入っておりません。したがいまして，大西洋航路で「○」のところは４社しかござい

ません。もっと下のほうまで表をつくれば出てまいりますけれども，この上位１８社，

昨年大きな会社が買収されなかったときには，２０社のときも，この中にはＡＣＬと

いう会社は入っておりません。こんなふうな形になっております。 

   多少，ＴＥＵのところで合計欄，あるいは各社のキャパシティーが異なるかもしれ

ません。これは次のページのところの一番上に日本郵船調査グループ，それからオー

シャンコマース，そういったところで発表される時点によりまして数字が異なってま

いります。ちょっとしたところで異なります。そんなことで，大体上位２０社の，あ

るいは正確には１８社でございますが，７００万ＴＥＵほどに達するというふうにご

理解いただければよろしいかと思います。その中で，デンマークのマースクラインが

１６０万ＴＥＵほどになるということでございますので，１社で２０％近くに達する

という巨大な海運会社が存在するというところに注目しておいていただきたいと思い

ます。日本の船会社は，一番上のところに３社並べておきました。３社の合計をいた

しましても７０万，あるいは７５万ＴＥＵぐらいでございます。したがいまして，マ

ースクラインの約半分ぐらい，そういったような状況になっております。 

   それでは，４ページ目の３というところに移らせていただきますが，アライアンス，

これは１９９６年の５月に設立されまして，一般には５つのアライアンスがあると，

そういうふうに言われております。日本の船会社は，日本郵船の参加しているグラン

ドアライアンスというのが１つございます。ザ・ニュー･ワールド･アライアンスとい

うところに商船三井が参画しております。川崎汽船は，非常に珍しいんですけれども，

中国と台湾と韓国の船会社，そして川崎汽船，この４社が１つのグループを形成して

いるという，そういったところで，その４社のグループもアライアンスというふうに
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言われております。そして，もう一つは，エバーグリーン。子会社をたくさん買収し

たりしまして，たくさん持っております。それを１つのグループと考えまして，エバ

ーグリーン，これもアライアンスというふうにとらえております。それから，下のほ

うの世界一のキャパシティーを保有しておりますマースクライン。昨年の今ごろは

Maersk Sealandと言われておりましたけれども，イギリスとオランダの船会社が１９

９７年に合併いたしました。その合併した企業を買収いたしました。それで，こんな

ふうな形で１６０万ＴＥＵほどになっている。そして，その買収が完了した時点にマ

ースクラインという名称に変更されました。このマースクラインも１つのグループと

いうふうにして考えられております。そして，このアライアンスというのは，現在５

つ存在すると，そういうふうに言われております。 

   このアライアンスに参加している企業がどれぐらいのキャパシティーの割合を占め

ているのかというのが，この表１の一番下にございますが，アライアンス，７０と出

ておりますけれども，７０ぐらいに達するという，そういったような状況になります。

グループによって異なりますけれども，郵船グループ，商船三井グループ，川崎汽船

グループ，いずれもキャパシティーはかなり多くて，そして非常に現在のところうま

くいっていると。間もなく１０年を経過いたしますけれども，うまくいっているとい

うことで判断できるかと思われます。 

 それでは，この３のところで，ここに幾つか文章を並べておきましたので，最初の

４行ばかりだけ，目を通させていただきます。 

 経済のグローバル化と定期船企業の戦略の変化によって，アライアンスが太平洋航

路・欧州航路・大西洋航路の基幹航路において定着化した。もう１０年ほど経過いた

しますが，後で申し上げさせていただきますけれども，参加した企業が脱退するとい

うようなことは１度もございません。アライアンスは参加船社は運賃，輸送頻度，輸

送量，マーケットが個別企業単位であるというところに特徴がございます。運賃は自

由に決めてもよろしいと，輸送頻度も自由，輸送数量も，マーケットももちろん自分

で見つけなければいけないと，そういうふうな形になっております。同じところは同

じ船を使うわけでございます。ですからスペースは同じということになります。スペ

ースは共同利用をモットーとして，そして，ある航路，例えば，太平洋航路，あるい

は大西洋航路，あるいは欧州航路で共同で運航するという，そういったような形をと

ります。先ほど申し上げましたように，１つの航路よりも，むしろ２つの航路を１つ
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と考えて，非常に幅広い航路で活躍するというのが，このアライアンスの特徴でござ

います。距離で申し上げますと，アメリカの西海岸からヨーロッパのロッテルダムま

で，ずっと地中海を通過しまして，ヨーロッパのロッテルダムまで行きますのには，

２万キロ以上に及びます。２万キロどころか３万キロ近くに及びます。そのようなと

ころを行ったり来たりするということでございますので，非常に大きな船を使うのが

経済的なメリットとして考えられるわけであります。 

   ５ページ目に移らせていただきます。先ほど合併という言葉が出てまいりましたけ

れども，それから横田様からも，大きな企業同士で統合がなされていくというご報告

がございましたけれども，ＥＵでは規制がございまして，合併する，あるいは合併と

いいますか，統合するというようなケースが生じた場合には，輸送シェア，あるいは

キャパシティー全体の１５％以上を占めると厳密に調査をすることになっております。

３０％以上であるということがわかりますと，統合を認めないというふうになってお

ります。そのようなことで，先ほどのMaersk Sealandと，それからイギリス，オラン

ダ系のＰ＆Ｏネドロイドという企業，統合いたしましたけれども，認められたわけで

ございますから，市場では３０％未満であるということになります。１つの目安とし

て，３０％という数字が合併，買収の基準になっているというふうに考えていただけ

ればよろしいかと思われます。 

   以上が，簡単でございますけれども，定期船市場，海運同盟，それから協議機構，

それからアライアンスと，時代を経過するにつれまして，だんだん大型化するような，

そういう状況に移ってまいりました。 

 そこで，最後でございますが，Ⅲといたしまして，今後の方向性。ここでは３つほ

どに分けさせていただきまして，まず第１は，サーチャージの問題でございます。い

ろいろなところで，このサーチャージという課徴金。ある事情があってコストがかか

る。そして，その際に，そのコストを埋め合わせるために一時的にとられる措置，そ

れがサーチャージでございますけれども，中には非常に長期に及びまして，３年，５

年も同じ航路でサーチャージが適用されているという，そういったようなところが見

られます。そのようなことに注目しておかなければいけないということで，サーチャ

ージの問題を，１つの考察課題といたしまして，ここに載せさせていただきました。 

   まず，第２パラグラフのところに４行ばかりの短い文章がございますが，そこのと

ころから入らせていただきます。 
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 全く正常な状態でございますと，「これは通常のときならば」というふうにしてしま

いましたけれども，正常なときにはサーチャージを科す必要はないわけでありますが，

サーチャージというのは，一時的に適用するものとして，長く理解されてきました。

長くと申しましても，アジアの航路でタイ航路というのがございましたが，その航路

で１９９０年ごろに，ターミナル・ハンドリング・チャージ（ＴＨＣ）というのが下

から１０行目ぐらいのところに初めて出てまいりますけれども，ターミナル・ハンド

リング・チャージというものが９０年ごろに初めて使われるようになったという経緯

がございます。先ほどのお話もございましたけれども，このターミナル・ハンドリン

グ・チャージというのが非常に数多く出てまいりまして，あらゆる航路でこれが運用

されているというのが実情でございます。 

   実は，このサーチャージのところでは，ターミナル・ハンドリング・チャージにつ

いて問題があるので，何か新しい方法を工夫していただければよろしいのではないか

ということで，ここでいろいろなことを書きましたけれども，ターミナル・ハンドリ

ング・チャージというところに主眼を置いて，私の希望ではございますけれども，何

かご議論していただければありがたいというふうに思っております。 

   第３パラグラフのところをごらんになっていただきたいと思いますが，このターミ

ナル・ハンドリング・チャージというのは，非常に長期にわたって，同じ航路で適用

されているケースが多々ございます。それで，この３行のような文章にさせていただ

きました。長期間にわたって適用するのであれば，別の方法を用いて。この別の方法

というのは，運賃の中に組み入れて，そして相手方に理解を求めるような，そういう

方法をとっていただいたほうがよろしいのではないかということで，別の方法という

ふうに，ここでは記載させていただきました。 

 先ほどもご指摘がございましたけれども，このサーチャージは同盟側が，あるいは

協定側が一方的に決めて，そして荷主さんに対して，それを料金の形で支払ってもら

うという，そういったようなことが一般的であるわけでございますけれども，非常に

長期に及ぶものであれば，運賃の中に組み入れたほうがよろしいのではないかという

ふうに思いまして，このような形にさせていただきました。 

 現在，あちこちの航路でサーチャージというのが適用されておりますけれども，同

じ期間に幾つかのものが重複するような形でサーチャージが適用されていることがご

ざいます。特に，ここに書いておきました戦争危険手当とか，あるいは港湾の船混み
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でございますとか，あるいは燃料油が高騰しておりますから，このサーチャージであ

りますとか，あるいは通貨が変動するというようなときには，カレンシー・サーチャ

ージというようなものも適用されることがありますけれども，これらの点については，

長くなっても構わないというような点も見られるかもしれません。あるいは重複する

こともあっても構わないと思われます。 

 ところが，次のところに出てきますターミナル・ハンドリング・チャージ（ＴＨＣ）

でございますけれども，至るところで……。至るところというのは，あちこちの航路

でこれが適用されております。このサーチャージ，すなわちターミナル・ハンドリン

グ・チャージ，長期に及ぶというところが１つ問題があるということと，それから一

方的に荷主さんのほうに科すというところにもまた問題があるということ，それから，

このパラグラフの４番目の下のところに二，三書いておきましたけれども，個別サー

チャージとして新設するのはどうか，あるいは港ごとにコストが微妙に違うことから，

同じレベルの料金を決めるのはどうか，あるいは運賃の修復の中に含めて決めること

はできないのかというようなことが，私だけではありませんで，荷主さんのほうから

よく言われることでございます。 

 それから，このターミナル・ハンドリング・チャージとは別に，ポート・コンゼッ

ション・サーチャージという船混みサーチャージというものがございます。第１次石

油危機のとき，１９７３，あるいは７４年，７５年ぐらいに，このポート・コンゼッ

ション・サーチャージいうのが，国連のＵＮＣＴＡＤで非常に大きな問題になったこ

とがございます。船が３００日も３５０日も同じ港で停泊を余儀なくされるという，

そういうことがございました。運賃の３倍，４倍にもはね上がるという，そういった

ようなことがございました。今，そういうことはございませんですけれども，このポ

ート・コンゼッション・サーチャージ，ご存じのとおり港が混んだときにサーチャー

ジを適用するという，そういうことでございますが，混んだときに，もしかしました

ら，ターミナル・ハンドリング・チャージが適用されると，この２つのものが一致し

たときにターミナル・ハンドリング・チャージというものが適用されるのが好ましい

というふうに考えられるわけでありますけれども，ポート・コンゼッション・サーチ

ャージが適用されていないにもかかわらずターミナル・ハンドリング・チャージがあ

ちこちで適用されているという，これは一体どういうことであろうかということで，

この下から四，五行目のところから長ったらしく文章を並べさせていただきました。
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そこのところを読ませていただきますと，下から６行目の真ん中辺からごらんになっ

ていただきたいと思いますが，そのときにポート・コンゼッション・サーチャージが

適用される。ターミナルが混んでいるとき，沖待ち３０日，５０日，１００日と待た

されることもあるわけでございますけれども，そのようなときにポート・コンゼッシ

ョン・サーチャージが適用されます。それで，各港で作業体制に入るまでの期間，日

数でございますけれども，長くなるほど一般にターミナルでの荷役作業はおくれます。

沖待ちのほうで船が待って……。沖待ちというのは，沖合のほうで船が待っておりま

す。ターミナルでは荷役作業が行われております。ポート・コンゼッション・サーチ

ャージが適用されていないのに，どうしてターミナルが常時混雑し，ターミナル・ハ

ンドリング・チャージが適用されているのか，その辺は明確ではありません。したが

いまして，先ほどもちょっと申し上げましたけれども，ターミナル・ハンドリング・

チャージが適用されるのであれば，沖のほうで船が空くのをを待っているというよう

な，そういう状態が普通ではないかというふうに考えられるわけであります。 

   そのほかに，もう一つ問題になろうかと思われます点が，ある企業がサーチャージ

を適用いたしますと，ほかの企業もほぼ同時にサーチャージを適用するという，そう

いう例が，日本関係だけではありませんで，世界各地で多々見られるという，そうい

う傾向が大きい，そしてそれが続いているということにも，また１つの検討すべき箇

所があるのではないかというふうにうかがえます。この辺が一番大きな問題点であろ

うかと思われます。 

 サーチャージにつきましては，２０種類，あるいは３０種類にも及びますけれども，

主なものは，参考資料の中で幾つか，２ページ目の一番下のところから，サーチャー

ジの一例というふうな形で，（１），（２），（３），（４），（５），（６）と，４ページ目の

ところに（６）と，６つほど挙げておきましたけれども，実際には，もっと小規模な

２０フィート型コンテナ１個当たり３０ドルとか，あるいは２０ドルとか，そういっ

たようなものもございます。大きなものですと，４ページ目の（５）のところにWar Risk 

Surchargeと，戦争。例えば，イランで数年前に大きな，この５番目に該当するような

ことが起こりました。そのようなときにＴＥＵ当たり５００ドル，６００ドルと，そ

ういったような高いサーチャージが適用されて，そして長くそれが続いたという，そ

ういった経緯がございます。この（５）のところでは非常に小規模な，２０フィート

型７４ドル，あるいは４０フィート型１４８ドルという数字が出ておりますが，多い
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ときには６００ドル，８００ドルという，そういったケースもございます。 

 あとは定期船のところに戻らせていただきますが，６ページ目でございますが，こ

こではアライアンスのところでございますけれども，アライアンスを一口で申します

と，日本の船会社にとりましては非常に大きなプラスの効果があったというふうに考

えられます。もしなかったら，かなり苦しい状態が現在も続いているであろうという

ふうに予想されます。コストも，例えば，ある１社で１０隻必要な船を，３隻，５隻

ぐらいで，１５隻，２０隻分ぐらいの効果を上げて国際航路で運航することができる

ようになったというような，そういったような大きな成果があらわれております。し

たがいまして，日本の船会社にとりましては，日本の船会社だけでなくて，加盟して

いる船会社にとってはプラスの効果があったというふうに受け取っておくのが好まし

いのではないかと思われます。 

 時間が迫ってきておりますので，３番目の特定指定業種と定期船市場の実態という

ところでございますが，実は，ここに１つ表が入るはずでございました。それが（２）

の，ページ７の一番上のところに，２行目のところに「表２」というところがござい

ます。これはどういうことを書いたかと申しますと，アメリカ向けのコンテナ貨物１

月から４月，これは比較的貨物の少ないときであります。７月から１０月は貨物の多

いときであります。その貨物の多いときに，ピーク・シーズン・サーチャージという

のを適用することがあります。この１月から４月と，それから７月から１０月までの

海上荷動き量の状況を見ますと，７月から１０月までの荷動き量のほうが２０から２

５％ぐらい数が多くなります。そのようなことで，バランスがとりにくいということ

で，１つの船会社の苦労する点であるということで，この（２）のところに行きと帰

りの荷動き量が不均等であるということを書かせていただいたわけであります。 

 それから，戻りますが，６ページ目の３の（１）でございますけれども，荷動き量

は変動的でございます。これは不定期船の貨物でありますとか，タンカーの油であり

ましても，あるいは定期船でありましても，荷動き量は安定していないというのが一

般的な見方であると考えられます。 

 それから，７ページ目でございますが，１行目のところに往航（東回り）が４に対

し，復航（西回り）１と書いておきましたけれども，太平洋航路の東回りは非常に貨

物が多く，西回りは貨物がなくて，空コンテナで帰ってくるというようなものがたく

さんございます。したがいまして，運賃は，行きはアメリカ向けは非常に高い運賃を
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適用いたしましても，帰りはその半分以下になるというようなことが多々ございます。

このようなインバランスの問題も海運，特に定期船の市場においては非常に大きな問

題であるというふうにうかがえます。 

 それから，３番目でございますが，船腹過剰という点でありますが，これは１９７

０年代，非常に大きな問題になりました。タンカーだけでも，重量といたしまして，

遊んでいる船が１億重量トンにも達するというようなときもございました。今は正確

な統計資料を毎年見ておりますけれども，重量トンにいたしますと３００万重量トン，

あるいは多くても４００万重量トンぐらいでございます。総トンにいたしますと２５

０万，あるいは少ないときには２００万総トンぐらいでございます。コンテナ船の場

合には，総トンにいたしますと１００万トンぐらいでございます。重量トンにいたし

ますと，その１.７倍になりますので，例えば，１００万トンでしたら１７０万重量ト

ンぐらいでございます。ですから，過剰船腹で苦しんでいるというような，そういう

状況には至っていないというふうに考えておくのが好ましいかと思われます。 

 それから，４番目でございますが，全体から見ますと，外航海運サービスは，その

特異性から破滅的な競争に陥りやすい。これが適用除外の対象になるというふうに言

われてきたかと思われます。現状ですと，この破滅的な競争というような，そういっ

たようなことは見られないというふうに考えておいたほうがよろしいのではないかと

考えられます。この４番目のところに「したがって」という言葉が２つついてしまい

ましたけれども，上のほうの「したがって」というところで，長期間にわたって運賃

が低水準で推移するというような状況ではないというふうに書いておきました。定期

船の運賃が下がりますと，協議協定の加盟船社が運賃を引き上げる。多いときには１

年に２回，３回と引き上げることもございます。１年間で太平洋航路のアメリカ向き

の航路ですと９００ドルも引き上げたというような経緯もございます。したがいまし

て，破滅的な競争に陥るというような，そういった状況にはないかと思われます。 

 それから，５番目でございますが，荷主は単一市場のもとで，グローバル化に対応

できるサービスを常に要求している。これは事実かと思われます。物流の効率化とい

うことは非常に重視されておりますし，グローバル化の中でそれを達成するにはどう

したらよろしいかということで，できるだけ広い航路で，大きな船を使って，一挙に

運んでもらいたいという。そして，早く，安く，正確に運んでもらいたいというのが

荷主の要望でございますので，それにこたえなければいけないというのは，当然，こ
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の（５）番のところ，適用除外の１つの項目のようになっているようでございますけ

れども，ここは当てはまるのではないかというふうにうかがえます。 

 最後でございますが，何もなく会議をいたして，何もないような状態にしてしまい

ますと，どんなふうな日本の海運が役割なのかということで，最後，六，七行のとこ

ろにまとめさせていただきました。一口に申しますと，日本の海運業に対しては，助

成策はほとんどなされていないというのが実情でございます。アメリカやヨーロッパ

諸国におきましては，かなり手厚い助成策が１９８０年代の半ば以降，特に９０年代

に入ってきますと変わってきます。それで９６年以降になりますと，さらにまた変わ

ってきます。船会社の負担が軽くなるような税制上の優遇措置がとられるようになっ

ております。アメリカの場合には，軍事的な傾向も強くなっておりますので，直接補

助するという傾向がございますけれども，ヨーロッパの場合には，税制上の優遇措置

を中心にして，かなり日本に比べまして優遇された状況で続いております。したがい

まして，すべてを海運業から払ってしまうということになりますと，船会社が，それ

ではどうして存続するのかという非常に大きな悩みに突き当たってしまうという，そ

ういうことも考えておかなければいけないというふうな形で理解しております。 

 以上が私の……。長くなりまして，恐縮でございます。 

【岩田座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは，競争政策の見地から，これから外航海運カルテルの現状をどう評価して，

今後どうしていくかということをご議論いただきたいと思います。 

 私から，最初にちょっとお伺いしたいんですけれども，いろんな国が一緒に，アラ

イアンスであるとか，いろんな国が参加して船で運んでいるわけですね。そのときに，

どこの法が適用されるんでしょうか。これがよくわからないんですけど。アメリカ法

なのか，ヨーロッパの法なのか，日本はこうだとか，適用除外だとか，いろいろカル

テルを説明していただいたんですけれども，どこがどういうふうに法律を適用するん

でしょうか。あるいは，これからカルテルなんか認められないとしたら，排除命令と

いうのはどこに向かって出すのか，ちょっとご質問を。 

【横田調整課長】  例えば，北米航路になりますと，日本からアメリカに向かう航路，

アメリカから日本に向かう航路，両方ともあるわけですけれども，日米それぞれの競

争法がそれぞれの航路に両方適用されるということになります。したがいまして，例
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えば，今，ＥＵのほうで一括適用除外制度の見直しが行われていますけれども，仮に

あの制度が廃止になりますと，日本のほうの適用除外制度が存続したとしても，欧州

航路においては海運同盟みたいなものについては認められなくなるというように理解

しております。 

【岩田座長】  日本の船が運ぶ場合も。 

【横田調整課長】  はい。日本船社であろうが，外国船社であろうがです。 

【岩田座長】  ということは，何となく国際法みたいですね。そういうことなのかな。 

【横田調整課長】  日本が関連している航路については日本の競争法が及ぶということ

であります。 

【岩田座長】  それでは，どうぞ。ほかにご質問なりご意見なりお願いします。 

【岸井会員】  今，岩田先生がご質問された点にかかわるんですけれども，最初の１ペ

ージ目の用語集がありますね。これを見ますと，海運同盟とコンソーシアムとか，そ

れからアライアンスというのはどういう形で分類されるかわかりませんけれども，区

別して説明をされているんですけれども，どういう形になるんでしょうか。つまり，

今，例えば，岩田先生がアライアンスというふうにおっしゃったのが，全部海運同盟

という形で法的に整理されるのか，それとも海運同盟というのは，いろんなアライア

ンスとか協定とかの一部を指して，それを適用除外どうするかという形で問題にする

のか，その辺の区別をお教えいただけたらと思います。 

【横田調整課長】  一番広い概念で，外航海運カルテルという概念があって，その部分

集合として海運同盟というものがあるというふうにお考えいただいたらいいと思いま

す。海運同盟については最も拘束力が強くて，もともとは参加している船社について，

タリフという，海運同盟で決めた運賃を適用させる。運賃拘束力を持っているような，

そういう外航海運カルテルのことを海運同盟というふうに言ってきたんですが，現状

は，先ほど来ご説明しているように，かなりそういう拘束力のところは低下している

ということです。 

【岸井会員】  そうしますと，先ほど最初に適用除外が認められているといった海運同
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盟は，拘束力が強いカルテルを言っているということでよろしいんですね。 

【横田調整課長】  そうです。 

【岸井会員】  それを念頭に置いておいて。 

【横田調整課長】  はい，そういうことです。アライアンスについては，山岸先生から

もご説明があると思いますけれども，アライアンスに参加している企業の中で，特に，

お互い運賃を拘束するということではなくて，航空のコードシェアのように，お互い

のスペースをお互いに融通し合うことによって，効率的な運航をするというような形

のカルテル。 

【岸井会員】  その場合，この海上運送法の規定を見ますと，運賃・料金，その他の運

送条件以外に，航路，配船ならびに積取に関する内容を事項とする協定と書いてあり

ますけれども，今，おしゃっている，念頭に置かれている海運同盟には，航路，配船，

積取に関する事項についての協定というのも含まれているんですか。それとも運賃・

料金が中心なんでしょうか。 

【横田調整課長】  もともとは含まれていて，これも山岸先生からお話がありましたよ

うに，もともとかなり初期の段階では，各船社の資本力も限られているので，１社１

社単独で，ある程度ウィークリーに主要な港を回るような，そういう外航海運サービ

スを提供することが難しかったので，海運同盟という連盟を組んで，そういうサービ

スを提供する。そのときにお互いに，例えば船の形もある程度そろえないといけない

から，船の形をどうそろえるかとか，あるいは各港でどれくらい積み取るかとか，か

なり細かい運航方法についてまで，お互い拘束し合っていたという実態がありますけ

れども，現状，その点もかなり変わってきておりまして，あまり運航形態に関する制

約みたいなものは，海運同盟の中でもなくなってきているというふうに理解しており

ます。 

【岸井会員】  そうですか。これをカルテルとして見ると，航路とか配船を調整すると

いうということは，いわゆる広い意味で数量調整になりますよね。そういう側面は，

もうほとんどないというふうに見たほうがいいんでしょうか。それとも，その機能は，

例えばコンソーシアムみたいなもので代替されているというふうに見たらいいんでし
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ょうか。あるいは，小さくなっているけれど海運同盟のほうにまだそういう機能が残

っている。ちょっとその辺の数量調整的な側面が，どういうふうに各同盟とかコンソ

ーシアムとかアライアンスで，どういうふうに機能分担されているのか，基本的なこ

となんですが教えていただければと思います。 

【田邊補佐】  海運同盟において，シェアでありますとか数量について，かつては取り

決めがあったけれども，現状においては取り決めがあったとしても，実態としてはそ

ういうことは行われていない。どちらかというと運賃の値上げ幅であるとか，各航路

においての投資用の需給バランスの情報とかの情報交換を行っているのがメーンであ

るというのが現状であるというふうに理解しております。 

【岸井会員】  わかりました。それからもう１点，それに絡むんですけれども，そのシ

ェアのことを最初にお話しされたんですけれども，航路といっても，例えば北米航路

といっても港がたくさんあるので，そうすると航路の路線がいくつかできてきますよ

ね。その場合，市場というか取引分野というのは北米といってもさらに細分化される

ことが多いのか，それとも配船・用船がかなりフレキシブルに行われるので，それは

一体に見てしまったほうがいいのか，ケースによっても違ってくると思うのですけれ

ども，具体的な航路の市場としての実態はどうなのかということも，ちょっとお聞き

できればと思うのですが。 

【田邊補佐】  これまで確認してきた中では，例えば北米航路という場合は，アジアか

らアメリカの東海岸であるとか西海岸というレベルの市場としてとらえているという

ふうに認識しております。 

【岸井会員】  そうすると，航路ごとにまたさらに問題にするときは，市場を分けたほ

うがいい場合もあるんですかね。例えば，神戸と，よくわからないですけれどサンフ

ランシスコとかと，北京とサンフランシスコ，同じになるんですか。それとも別に考

えたほうがいいんでしょうかね。 

【田邊補佐】  はい。アジアと例えば西海岸であればそこは，１つ北米航路というふう

に認識しております。もちろん厳密に，それぞれの港湾ごとによって細分化される部

分はあると思います。 
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【岸井会員】  例えば実際に運賃の競争なんかが起こるときは，そういう航路をまたい

で起こるのでしょうか。例えば，航空運送の路線で考えますと，方向が違うとやっぱ

り別の市場ではないかという議論があります。つまり東京からサンフランシスコへの

運送は，北京からの路線があったって運べないわけですから。海上運送分野では，そ

ういう意味での市場をどういうふうにとったいいのかというのがわからなかったので，

お聞きしている次第です。この点は，山岸先生のほうがお詳しいかもしれません。 

【山岸教授】  アジアから直接アメリカへ，どこの港も寄らないでばっと行ってしまう

というようなケースはほとんどありませんね。シンガポールから香港に，台湾に，あ

るいは韓国の釜山に，あるいは神戸に寄って，そしてアメリカに行くと，そういうふ

うな形をとります。逆の場合も，東京に寄って，神戸に寄って，台湾に寄るとか，あ

るいは釜山に寄るとか，そういったような形になります。あるいは日本に寄らないで

釜山のほうに直接行ってしまうとか，そういうのもたくさんあります。むしろそちら

のほうが多いです。 

【岸井会員】  そうすると，どこかからどこかに移すというので経路はいろいろあるけ

れども，とり方はいろいろ……。 

【山岸教授】  アライアンスは５つありますけれども，それぞれのアライアンスが寄港

するところが異なると。 

【岸井会員】  その組み合わせも決めているということですか，アライアンスでいろい

ろ調整して。 

【山岸教授】  中国の港からシンガポールの港まで，たくさんターミナルがありますけ

れども，そこのうちのいくつかを選択して，アメリカにやるということです。 

【岸井会員】  わかりました。どうも。よくわかりました。 

【岩田座長】  ちょっと話が戻りますけれども，きょうやっているカルテルの適用除外

というのはやめていくという潮流があるとのことですが，それはここで言っているの

海運同盟の話でいいんですか。海運同盟というのは外航海運の中の１つのカルテルで，

それを認めないというようなことでいいんでしょうか。 
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普通の議論としては，「これはカルテル行為でまだまだ実効力があってやっているか

ら，よくないから競争政策上，これはやめましょう」というんだけれども，きょうの

話は，「全体的に実態があまりないからやめましょう」って。ないならほうっておけば

いいんじゃないかと気がするんですけれども。「実態がない」というけれど，「随分拘

束力がなくなっているようだけれども，まだある部分があるから，だからやめよう」

という話にしないと，私はよくわからないんですけれど。どういうことなんでしょう。 

【横田調整課長】  議論の対象になっている外航海運カルテルには，最も拘束力の強い

海運同盟からもっと緩やかな協議協定といわれるものまで，全部含めて外航海運カル

テルをそもそも置いておく必要があるのかどうかという点であります。 

【岩田座長】  そうすると，航路の安定化協定も含んでいる？ 

【横田調整課長】  含めてですね。 

【岩田座長】  はい，わかりました。 

【横田調整課長】  それで，いろいろなカルテルがあるわけですけれども，これを存続

させることが荷主の利益になるんだということで残されているわけですが，この実態

を見て，ほんとうに荷主の利益になっているのかどうかというのが，１つご議論いた

だきたいポイントですし，事務局のほうからの説明の中では，特にサーチャージなん

かを見ると非常に不透明で，荷主の不満も強いということからすると，そこだけとっ

ても荷主のためになっていない実態はあるのではないかなという問題意識でございま

す。 

【岩田座長】  わかりました。私も先ほど山岸先生からお伺いして，５ページ目ですか，

サーチャージというのが他の企業がやると，ほかが追随するというような，何かプラ

イスリーダーシップみたいなものが働いているんじゃないかなと思います。海運同盟

に限らず，航路安定化協定というのは，この用語説明のところでは拘束力は伴うもの

ではないとあるけれども，実態的にそれは都合がいいから追随するんだと思うので，

やっぱりカルテル行為のような要素がまだ残っているような。    

それから，適用除外について，何か荷主にとって望ましいから残していたんだとい

う理由が１つ挙げられたというんですけれども，供給者側がカルテルを結んで需要者
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側に利益になるという話はどこも通用しないような議論なんだけれども，外航海運に

はそんな議論が通用した時代があったということなんですか。「安定する」とかでみん

なごまかされるわけですけどね。何なんでしょうね，そこがよくわからない。 

【横田調整課長】  先ほど，山岸先生のご説明にもあったかと思いますが，外航海運に

ついては破滅的競争という言葉をお使いになっていたかと思いますけれども，いろい

ろな産業でよく言われる過当競争体質にあって，そうすると企業の参入・脱退が激し

いと，場合によっては供給面で対応できなかったり，運賃の乱高下をしたりするので

はないかと，そういう特殊性があるんだという論理だったと思うんです。ただ，外航

海運自体も，コンテナ船みたいなものが出てきたことによって，かなり変わってきた

んだというご説明がありましたけれども，果たしてどういう点がどういうふうに他の

産業と比べて特殊なのかという観点から見てみますと，現時点で我々事務局のほうか

ら見ると，あまり他の産業と比較して特別な特異性があるというのは，なかなか難し

いのではないかなという気がしております。 

【岩田座長】  ほかのトラック輸送にしろ，航空運送ですか，鉄道にしろ，基本的に別

に変わらないと思いますけどね。 

【横田調整課長】  航空については同じように適用除外になっているものですから。 

【岩田座長】  ああ，そうなんですか。 

【横田調整課長】  はい。 

【岩田座長】  そういうのが随分残ったというのは，びっくりするような感じがするの

ですけれども。ほかにどうぞ。 

【下村会員】  これは山岸先生にお聞きしたほうがいいかと思うのですけれども。最後，

先生がちょっと強調されて，私，非常に印象に残ったんですが，我が国が支配する船

舶数のうち，８５％強が外国で登録されているということですけれども，この原因と

して，登録料と固定資産税，そういうようなことに触れておられますけれど，保険は

どうでしょうか。日本は高いんでしょうか。 

【山岸教授】  日本籍船のほうが信用力が高いですから。外国に登録されますと，これ
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は便宜置籍船と言っておりますけれども，あまり信用されない船が多いと言われてい

ました。ですから保険料は高くなるかと思います。 

【下村会員】  外国のほうが高い？ 

【山岸教授】  はい。便宜置籍国といわれる国，例えばここにパナマと書いておきまし

たけれども，パナマに登録されますと，あまり信用力が高まらない。したがって保険

料も高くなるかもしれないと。 

【下村会員】  しかし，それであえて外国に登録するとは。 

【山岸教授】  そのコスト高よりも，こちらの登録料は日本に比べますと１０分の１ぐ

らいになることもあります。固定資産税も同じぐらいになります。それから法人税は

ゼロであります。日本は４０％ぐらいですけれども。それから船員はもっとコスト節

減の効果が出てきます。例えば２０人乗りの船に全員日本人を乗せますと，３億円ぐ

らいかかります。 

【下村会員】  ２０人で３億円。 

【山岸教授】  はい。ところが，こちらの便宜置籍国だと，例えばパナマ籍船にします

と，外国人が全員乗ってもよろしいわけですから，フィリピン人が乗るとしますと５

千万円，６千万円。ですから，１隻の船で１年間稼働するとしますと，たった１隻で

２億５千万円ぐらいのプラスが出てきます。日本郵船さんや商船三井さんのような大

きな会社ですと，３００隻，４００隻と使いますから，ものすごい金額になってきま

す。それでパナマに船を移籍すると。総トンにしますと５千万トンぐらいになります。 

【下村会員】  ああ，そうですか。 

【山岸教授】  それをやらないと競争できないという状況であるわけです。 

【下村会員】  なるほど。わかりました。 

【岩田座長】  よろしいですか，松村先生。 

【松村会員】  価格カルテルが適用除外で認められている状況だったら，サーチャー  
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ジについてほかが追随するなんていうことがあったって，当然というと変なんですけ

れども，認められないわけない。もっと緩いんだから。 

カルテルを結ぶことができるだから，何となくカルテルっぽい行動なんていうの

はあっても当然という感じでしょうし，当然あるでしょう。ある種の罰則の対象にし

ようということは当然ないということだと思うんです。 

けれども，海運同盟は適用除外から外すということになって，エクスプリシットな

価格協定のようなものというのはもう適用除外にするのをやめましょうとやった場合，

ある種のプライスリーダーシップもどきの話だとか，あるいはサーチャージというの

を拘束しているわけではないんだけれども，実質的に同調しているというようなもの

に対して，どれぐらい強く見ていくのかというのは別の問題として当然あるわけです

よね。 

最終的にはどこのあたりまでをターゲットにしているのか，つまり，今回はとりあ

えず海運同盟の適用除外というのをやめると，もうそれだけでいいということなんで

すかね。 

【横田調整課長】  いや，この論点にも書かせていただき，適用除外制度についても見

直しが必要なんではないかなという問題意識がありますけれども，これ自体，直ちに

やめるべきではないかというところまで特に踏み込んで結論を出すようなつもりでも

ありません。 

【松村会員】  ただ，明確な価格カルテルの場合には，相手国があるわけですから，相

手国がそれは独禁法違反ですということになったら，もうどのみち組めないわけです

ね。こちらがオーケーと言っていても。だから，もし諸外国の流れが適用除外を認め

ないということになるとするならば，日本がそれを適用除外として認めておくという

意味がそもそもなくなってしまうわけですよね。 

【岩田座長】  そうだね。法の適用から言うと。それから，もう一つ，松村先生がおっ

しゃった点についてだけど，適用除外があれば，例えばプライスリーダーみたいなも

のがあったって取り締まりができないわけですね。だけど，適用除外というのはなく

なれば，今度はプライスリーダーでどうなっているか調べて，立証しなければいけな

いけれども，これはカルテル行為だと摘発はできるという違いがあるでしょう。 
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【岸井会員】  そうですね。 

【吉野会員】  ちょっとその話で理解があまりできないのは，日中航路の話なんです。

ここには，はっきりした同盟など今存在しないですよね。それでサーチャージが高く

なっていて妥当でないというユーザー側の不満がある。つまり，適用除外が外れてカ

ルテルがなくなる，高いサーチャージが実現してしまうという話があるというふうに

理解していいわけですか。そうするとそれは一体なぜなの。 

【横田調整課長】  おそらく日中航路の場合には距離が短いので，運賃に占めるサーチ

ャージの割合が大きく出ているというふうに理解しているんですけれども。山岸先生

いかがでしょうか。 

【山岸教授】  おっしゃるとおりだと思います。 

【吉野会員】  その大混乱の結果ではないんですか。要するに，なくなると大混乱だと，

こういうふうに先生は指摘されているんだけれども，そういう状態が，今，日中航路

においては既に実現しているということではないですか。 

【山岸教授】  どうでしょうかね。よく言われることではありますけれども，中国航路，

すなわち中国には組織というようなものがなく，交渉する場がないというようなこと

はよく言われております。もちろん，そういうようなことがないわけでありますから，

海運同盟もなかなか設立するのが難しいというような状況であります。 

どういうふうな形で運航するのが好ましいのか。向こう側と申しますか，中国側が

一方的に貨物をとるというようなケースが圧倒的に多いわけであります。私，よく日

刊紙の関連の記事を読みますが，何々月は日本の積み取り量は全体の３％だったとか，

あるいは５％だったとか，そういったようなものがざらにございます。それはみんな，

みんなとは申しませんですけれども，大多数は中国の船で，一部は大手の外国の船会

社も参入しておりますから，積み取ることもあるでしょうけれども，キャパシティー

そのものが中国が圧倒的に多くて，日本は非常に少ない，そういう状態であります。

ですからキャパシティーのところから太刀打ちできないような状態になっているので

はないか思います。本当は海運同盟のようなものができあがれば，安定するかもしれ

ませんですけれども。 
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【岩田座長】  むしろ，日中航路に関しては中国が非常に価格支配力を持っていると考

えたほうがいいんじゃないですか。それで，ほかが例えば安くやっても，キャパシテ

ィーがないからやっぱり中国がもっていく。そうするとほかも価格競争するより追随

したほうが得だという経緯になっているのではないでしょうか。やっぱり，そこは集

中度が高いというのは関係ないでしょうかね。データの中の日中航路についてハーフ

ィンダールか何かあったような気がしますが。 

【横田調整課長】  資料の９ページですね。先ほどご紹介しましたように，詳細なデー

タがないんですが，上位３社の集中度で５割弱という形になっております。 

【岩田座長】  日中のデータですね。 

【横田調整課長】  日中はですね。 

【岩田座長】  往路はそうなんだね。これは太平洋の航路に比べると高いんですか。太

平洋のほうは。 

【横田調整課長】  高いですね。上位５社で４割程度ですので。ただ，シェア変動で見

ますと，太平洋航路なんかはかなり安定しているのに対して，日中航路のほうはかな

り上位のシェア変動が大きいのが特徴だったと思いますけれど。 

【岩田座長】  積み取り率が９０％は中国と書いてあるのはどういう意味。 

【横田調整課長】  中国の国籍の船社を全部合わせて。 

【岩田座長】  中国はもっとあるわけね。 

【松村会員】  僕の理解では，競争がすごく激しいときにサーチャージの割合が高くな

るのは当たり前だと思っているのです。ある種，基本料金の部分でマージンを十分と

れていて，コンジェッションだとかが多少起こってコストが上がっても，十分に利益

が上がるようなところだったら，サーチャージをわざわざかけなくてもやっていける

のかもしれないのだけれども，ものすごく激しい競争をしていて，ぎりぎりのコスト

というところで価格が決まっているときに，急にある種のコンジェッションだとか，

あるいは燃料費の高騰とかであったら，もう対応できないので，料金に転嫁せざるを
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得ないということになるわけです。 

【岩田座長】  それはわかるけれど，それがすごく長期化して，もう３年も続いている

ところがあるよね。おっしゃったですよね。だから臨時的なものだったはずなのが，

おっしゃるように需給条件の違いによって。 

【松村会員】  でも中国にだけ恒常的にずっとあって，ほかのところはないというわけ

ですか。 

【岩田座長】  どうですか。 

【山岸教授】  いえ，そういうことではありません。ほかのところにもあります。 

【岩田座長】  ただ，吉野さん，サーチャージはどこか，日中航路は高いというのはど

こかにデータはありました？ 

【吉野会員】  高いかどうかはわからないけれども，妥当でないとユーザーが言ってい

るというのは２２ページに書かれています。 

【横田調整課長】  吉野委員からご指摘があった点について，１８ページ目にも 運賃

に占めるサーチャージの割合を示した表で，日中航路は運賃の大体半分なのに対して，

欧州・北米航路は約４分の１というものがあります。 

【岩田座長】  ああ，そうか。 

【横田調整課長】  はい。ですから，分母の運賃部分が距離によって大分違いますので，

こんな結果になったものかなというふうに思います。それから，ご紹介割愛しました

けれども，荷主さんにいろいろ伺ってまいりますと，例えば先ほど山岸先生からお話

があったターミナル・ハンドリング・チャージみたいな，この港に固有のサーチャー

ジみたいなものがあるわけです。これも同じ港なのに北米航路の場合と欧州航路の場

合と違ったターミナル・ハンドリング・チャージが適用されているとか，これはどう

してそうなのか理解できないとか，そういった不透明感みたいなものも荷主からの不

満になっていますので，ぎりぎりのところのコスト転嫁をしているのか，サーチャー

ジという名前にかこつけてと言うと言葉が悪いかもしれませんけれども，そこで何か

利益を乗せているのか，そこら辺は検証が必要なのかなと思います。 



 -39- 

【岩田座長】  ほかに。よろしいですか。 

【岸井会員】  ちょっと基本的なことで，最初にお伺いしたことですが，この適用除外

で届け出をされるカルテルというのは，どの範囲まで入っているのでしょうか。さっ

き言った，安定化協定などは届出の対象になっているんですね。アライアンスなどは

どうなんですか。どの辺までカバーされている？ 

【田邊補佐】  国土交通省に届けられて，公正取引委員会に通知が来るものとしまして

は，海運同盟，航路安定化協定，コンソーシアム・アライアンスの協定になります。 

【岸井会員】  では，これは対象は全部入っているということですね。わかりました。 

【岩田座長】  そうすると，きょうはどの辺まで合意があればいいんでしょう。競争政

策をどう考えるかのところで，適用除外の方向で進んだほうがいいかどうかというよ

うな御議論が行われましたが。 

【横田調整課長】  今後のご審議の進め方なのですが，来週木曜日３月１６日に荷主団

体さんと船社の団体さんとそれぞれ来ていただいて，ご見解をお話しいただきます。

そこでもご討議いただきまして，本日と来週の２回の討議を合わせて，報告書の原案

をつくらせていただきまして，４月の下旬ぐらいに規制研の報告書案をお諮りして，

それと同時に報告書の原案を公開して広くご意見を伺いたいのと，主要国の競争政策

当局にも，その原案を送付して意見を聞くというのを一月間程度やったうえで，５月

の下旬ないし６月の上旬ぐらいにとりまとめていきたいなと考えています。 

 ただ，ＥＵのほうのプロセスを見ましても，２００３年から４年弱のかなりの期間

をかけて議論していますので，今回の報告書ですぐに適用除外制度を廃止する・廃止

しないみたいな，そこまで踏み込んだ結論を出すのが適当かどうか，そういったこと

も含めてご議論いただければなと思っております。 

【岩田座長】  わかりました。それでは１６日にもう１回，この会合があるということ

ですね。 

【横田調整課長】  はい。 
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【岩田座長】  はい，わかりました。それでは大体時間がまいりましたので，本日は終

わらせていただきたいと思います。あと，事務局のほうから１６日以降の予定は何か

ありましたか。 

【横田調整課長】  はい，外航海運のほうは４月の下旬に規制研をと思っておりますし，

４月の上旬には郵政民営化の関係でご審議いただきたいと。 

【岩田座長】  次は郵政ですね。 

【横田調整課長】  はい。 

【岩田座長】  わかりました。これからまだ，電力もそれからあるんですか，その次に。 

【横田調整課長】  すみませんがお願い申し上げます。 

【岩田座長】  大分ありそうですけれども，皆さん，それではよろしくお願いいたしま

す。きょうはどうもありがとうございました。山岸先生，貴重な話，ありがとうござ

いました。 

―― 了 ―― 

 


